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※特定排出者
・エネルギー起源ＣＯ２については、省エネ法第一種及
び第二種エネルギー管理指定工場の設置者及び省
エネ法の特定輸送事業者が対象。
・その他のガスについては、温室効果ガスの種類ごと
に排出量がＣＯ２換算で3,000ｔ以上となる事業所を
設置している等の者が対象。
・対象事業所は約１万５千事業所。

請求

公 表
通知された排出量情報等を、事業者別、
都道府県別、業種別に集計して公表。

国 民

開 示
国民からの請求に応じて、事業所別の排出量
情報や排出量の増減の状況に関する情報等を
開示。

閲覧

○地球温暖化対策推進法(平成17年4月改正、平成18年4月施行)に基づき、平成19年4月から、温室効果
ガスを一定量排出する者（特定排出者）には、自らの温室効果ガスの排出量を算定し、国に報告するこ
とを義務付け。

○国は特定排出者から報告された排出量を集計し、公表。

報
告

特定排出者

排出量を事業所単位で報告。（平成22年度から企業
単位・フランチャイズ単位で報告）

報告された排出量情報を事業所管大臣が集計。通
知

事業所管大臣

経済産業大臣・環境大臣

各事業者が排出量を算定。電気の使用に伴う ＣＯ

２の排出量の算定には排出係数を使用。

温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度 - 概要 -

算定・報告・公表までの流れ
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温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度 - 事業者別排出係数 -

○算定・報告・公表制度において、特定排出者が使用した電気の発電に伴う二酸化炭素排出量については、そ
の算定に必要な二酸化炭素排出係数について省令に定める値（0.555kg-CO2/kWh）の他、国が公表する一
般電気事業者及び特定規模電気事業ごとの係数を用いることができる。

情報収集 確認
経済産業大臣
環境大臣

個別電気事業者
公 表

事業者別排出係数が0.555kg-CO2/kWhを
下回る事業者について、官報告示等で公表。

2008年12月、一般電気事業者７社と
PPS９社の係数を公表

○一般電気事業者及び特定規模電気事業者（以下「電気事業者」という。）がそれぞれ供給（小売り）した
電気の発電に伴い排出された二酸化炭素の量（t-CO2）を、当該電気事業者が供給（小売り）した電気
の量（kWh）（以下「販売電力量」という。）で除して算出。

○電源を特定しない電気事業者間取引や卸電力取引所からの調達に係る電気については、それぞれの
ＣＯ２排出係数を使用。

電気事業者別排出係数 ＝
二酸化炭素排出量

販売電力量
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○電気事業者（一般電気事業者及び特定規模電気事業者）の排出係数については、温対法に基
づきデフォルト値（0.555kg-CO2/kWh）以下の事業者の係数のみ公表。
○各事業者の排出係数は、各事業者のＣＯ２排出量を販売電力量で除したもの。

電気事業者別のＣＯ２排出係数（２００７年度実績）
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事業者別排出係数をめぐる課題と対応について

（１）排出係数への京都メカニズムクレジットの反映
⇒排出係数の算定対象年度内に、国の保有口座に無償で償却前移転されたものを事業者のCO2
排出量から控除。なお、国内認証排出削減量の反映については、現在検討中。

（２）実排出係数と調整後排出係数の公表
⇒従来から公表している実排出係数とともに、京都メカニズムクレジットを反映した調整後排出係
数についても公表。

（３）排出係数のデフォルト値の取扱い

⇒デフォルト値（0.555㎏－CO2/kWh）を廃止し、すべての一般電気事業者・PPSの排出係数（実／調整後）
についても公表。

4

京都議定書目標達成計画（平成20年3月28日改定）
３．民間事業者等による京都メカニズムの活用

民間事業者等が、自主行動計画を始めとした自らの目標を達成するために、国内温室効果ガス排出量
を抑制する努力とともに自らの負担において自主的に京都メカニズムを活用することは、優れた技術によ
る地球規模での排出削減や費用対効果の観点から、積極的に評価することができる。

こうした民間事業者等による京都メカニズム活用を促進するため、（略）クレジットを自主的に償却する場
合の制度基盤の整備等の施策を講ずるものとする。

（現在詳細を検討中）
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調整後排出係数について

○調整後排出係数は、電気事業者が供給（小売り）した電気の発電に伴い排出されたＣＯ２の量
（t‐ＣＯ2）から京都メカニズムクレジットの量（t‐ＣＯ2）を控除した量を当該電気事業者が供給（小
売り）した電力量（ｋWh）を除して算出。

調整後排出係数
(t-CO2/kWh)

発電に伴い排出されたＣＯ２量(t-CO2)－京都メカニズムクレジット(t-CO2)

販売電力量(kWh)

※電気事業者が調整後排出係数の算定に用いた京都メカニズムクレジットに係る情報
については、国に根拠資料として情報提供を求める。

※排出係数の算定対象年度内に、国の保有口座に無償で償却前移転されたものを事業者の
CO2排出量から控除。また、翌年度の4月1日から6月30日までの間に償却前移転がなさ
れたものも算定年度内に償却前移転がなされたとみなし控除可。
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京都議定書等におけるクレジット（京都メカニズムクレジット）について

○京都議定書及びマラケシュ合意により、取得・移転可能なクレジットは以下のとおり。なお、京都
議定書における第一約束期間の最終年度（2012年度）の京都メカニズムクレジット（ＣＥＲ）につ
いては発行承認が遅れるおそれがある。

クレジットの種類 概要

ＡＡＵ(Assigned Amount Unit) 京都議定書第３条第７項及び第８項の規定に基づいて計算された
京都議定書附属書Ⅰ国の初期割当量について、附属書Ⅰ国の国
別登録簿に発行したクレジット

ＥＲＵ(Emission Reduction Unit) 京都議定書第６条に基づき行われるＪＩプロジェクトに関し、京都議
定書及び関連する国際合意により定められた所定の手続きを経て、
ＪＩプロジェクトが行われた国のＡＡＵが転換されて、同国の国別登録
簿に発行されるクレジット

ＣＥＲ(Certified Emission Reduction) 京都議定書１２条３（ｂ）に基づき行われるＣＤＭプロジェクトに関し、
京都議定書及び関連する国際合意により定められた所定の手続き
を経て、ＣＤＭ理事会の指示によりＣＤＭ登録簿の保留口座（ｐｅｎｄｉ
ｎｇ ａｃｃｏｕｎｔ）に発行されるクレジット

ＲＭＵ(Removal Unit) 京都議定書第３条第３項及び第４項に規定する吸収源活動に関し、
京都議定書及び関連する国際合意により定められた所定の手続き
を経て、国別登録簿に発行されるクレジット
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※第一約束期間の最終年度（2012年度）における京都メカニズムクレジットの温対法における取り扱いについては、
別途定めることが必要。



排出係数のデフォルト値の取扱い
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○デフォルト値※１とは、省令※２で定める係数であり、特定排出者が他人から供給された電気の使
用に伴うＣＯ２排出量を国に報告する際、自らが消費する電気の排出係数が把握できない場合
に使用。
○デフォルト値を上回る電気を調達している特定排出者は、これまで自らのCO2排出量を適切に
把握できなかったが、今後はすべての電気事業者の排出係数（実／調整後）を公表していく予
定。

〈デフォルト値をめぐる課題〉
○デフォルト値を上回る電気を調達している特定排出者は、自らのCO2排出量を適切
に把握できない。
○デフォルト値を上回るため係数が公表されない電気事業者の削減努力が、適切に
反映されない。

※１：デフォルト値は、総合エネルギー統計における外部用発電（卸電気事業者供給分）と自家用発電（自家消費及び
電気事業者への供給分）を合計した排出係数を1999～2003年度の5カ年で平均したもの。（0.555kg-CO2/kWh）
※２：省令とは、「特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省令」をいう。

・デフォルト値は廃止。
・ただし、電気事業者の国への報告において、排出量等が把握できない事業者
から購入した電気についてのみ用いる係数として代替値を設定。
・デフォルト値に代えて今後は、総合エネルギー統計における外部用発電（卸
電気事業者供給分）と自家用発電（自家消費分及び電気事業者への供給分）
を合計した排出係数の直近５カ年平均を算出した代替値を、事業者別の排出
係数と同時に公表。



季時別平均排出係数について

○季時別平均排出係数とは、例えば、ピーク時（夏・冬）、中間時、オフピーク時（春・秋）ごとに時
間帯別に算出される排出係数のこと。
○季時別平均排出係数の導入により、電力消費の時間帯のシフトが促され、我が国のＣＯ２排
出量の削減に資するとの意見がある。

14 ネットワーク産業
（１）エネルギー分野
エ 環境を保全するための排出係数の算定方式見直し等
我が国の発電所が発生させるＣＯ２の排出量を削減するためには、需要家が電力消費を昼
から夜間へシフトするよう促すインセンティブを与えることが有効である（ただしこれは、昼から
夜へのシフトによりＣＯ２排出量が減る場合である。逆の場合は、夜から昼へシフトさせる必要
がある）。さらに、需要家が、自社の電力消費が発生させるＣＯ２排出量を考慮して発電会社
を時間帯ごとに選択をするインセンティブを与えることが有効である。そのために、「季時別平
均排出係数」を採用することも含めて検討し、結論を得る。【平成20年度中検討・結論】

【規制改革推進のための３か年計画（改定）（平成20年3月25日閣議決定）（抄）】
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○ピーク需要に対しては、LNG火力・石油火力・貯水池式水力・揚水発電を活用。
○昼夜間を問わず、流れ込み式水力、原子力、石炭火力はベース電源として利用。
○季節によらず、昼夜間で最も大きく増減する電源はLNG火力。

〔夏のピーク時の需要曲線（イメージ）〕 〔オフピーク時の需要曲線（イメージ）〕

電力供給のイメージについて

ミドル

供給力

ピーク

供給力

ベース

供給力

電力需要
（kW）

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 2 0 2 1 2 2 2 3 2 4 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 2 0 2 1 2 2 2 3 2 4

揚水発電
地熱・新エネ
石油
LNG
石炭
原子力
水力

出典：電気事業連合会作成

9

規制改革推進のための第２次答申（平成19年12月25日）
日本の電力の大部分を供給している電力会社の多くは、夜間に原子力を使い、昼間には、それに加
えて石油などの化石燃料も使っている。従って、日本でＣＯ２排出量の最小化を図るためには、需要家
に電力消費を昼から夜間にシフトさせることがきわめて重要である。



○ベース電源である原子力と石炭の電力量は一日を通じてほぼ一定。
○一日を通じて発電量の増減が最も大きいLNGの排出係数は、全電源の排出係数に近く、排出
係数への影響は非常に小さい。

季時別平均排出係数の採用の有効性

○昼夜別に排出係数を分けたとしても、
昼夜間の差は限定的

※一般電気事業者H19年度実績 0.453kg-CO2/kWh（使用端）の
排出係数で算出

＜参考＞

昼夜別の排出係数について、次項に示す課題があるもの
の、発電所ごとの時間帯別稼働率（発電電力量）と揚水発電
の稼働状況から試算すると、以下のとおり。

全日 昼(8～22時) 夜(22～8時)

対全日比 1 1.02 0.96

排出係数 0.453 0.462 0.435
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運用
電力
量(％)
ＣＯ2排
出係数

昼間 夜間

揚水 ピーク 1 夜間平均
÷0.7

石油 ピーク 13 0.70

貯水池
式水力

ミドル 1 0

ＬＮＧ ミドル 27 0.44

石炭 ベース 25 0.89

原子力 ベース 26 0

流込水力
地熱等

ベース 7 0

合計 ― 100 0.45

※揚水の効率は70％程度。
※火力発電は軽負荷時には効率が悪化。

※電源構成については、電気事業便覧等から算出したＨ19年度実績。
※ＣＯ2排出係数は電中研報告書を使用。



⇒時間帯別のCO2排出量の把握
・時間帯別のCO2排出量を把握するためには、すべての電気事業者が時間帯別の燃料
使用量を把握することが必要。
・また、燃料の種類や産地等によって発熱量は変動。
・したがって、発電所・ユニットごとのＣＯ２排出量及び排出係数は常に変動。
・時間帯別のＣＯ２排出量の把握のための設備投資等が必要。

○季時別平均排出係数の算出のためには、CO2排出量及び販売（使用）電力量を時間帯別にリ
アルタイムで把握する必要があるが、正確な排出係数及び排出量の算出のためには供給側・
需要家ともに大きな課題がある。

季時別平均排出係数の導入に係る課題①
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⇒時間帯別の電力使用量の把握
・すべての需要家において、販売電力量の時間単位での把握が必要。
（電気事業者で把握できるのは、発電端、送電端の電力量）
・時間帯別のＣＯ２排出量の把握のための設備投資等が必要。

⇒発電設備の稼働状況（定期点検による停止等）によっては、昼夜間の排出係数が逆転
する場合もあり得ることから、ＣＯ２削減のインセンティブにはならないばかりか、需要家に
混乱を招く恐れ。

＜供給側における課題＞

＜需要家における課題＞

＜その他＞



季時別平均排出係数の導入に係る課題②

12

○将来的に、太陽光発電が大量に導入される事が想定される。

○天候によって太陽光パネルによる出力が大きく変動するため、日によって電源構成、火力や揚

水発電の運用が大幅に変化することが考えられる。

○曇りや雨天時等の太陽光パネルが発電しない時には、バックアップ電源による出力調整が必要

等、電源運用が大きく変わる可能性がある。

〔夏の晴天時の太陽光パネルによる負荷平準化効果（イメージ）〕

：太陽光パネルによる見かけ上の需要

電力需要
（kW）

太陽光発電



電力負荷平準化のためのアンケート調査について

○我が国のＣＯ２排出量の削減、電力需要の負荷平準化のためのインセンティブのひとつとして、
季節別や時間帯別に分別した季時別平均排出係数の導入に対するニーズ等についてアンケー
ト調査を実施。

〔アンケートの概要〕

・アンケートの対象：自主行動計画に参加する企業１６３社

・アンケート期間：平成２１年１月８日から１月２８日まで

〔アンケート項目〕

・電力消費量などエネルギーの使用状況についての時間単位での把握状況

・電力需要の夜間へのピークシフトを行う上での課題

・季時別平均排出係数の導入の必要性 等
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77.8%

14.8%
①現在検討している

②現時点では計画はない

③その他

7.4%①

②

③

20.6%

51.0%

26.5%

2.0%

①全社で把握

②一部の事業所で把握

③把握していない

④空欄②

③

④

○アンケート送付163社のうち、回答があったのは102社（回答率は62.6％）。
○現在、自社の時間帯別の電力使用状況を詳細に把握しているのは、全体の約21％。
○把握していないと答えた事業者のうち、今後時間帯ごとの電力使用量を把握することを検討して
いる事業者は7.4％。

電力負荷平準化のためのアンケート結果について①

●時間帯別の電力使用状況の把握状況

●把握していない事業所における時間帯別
電力使用状況把握のための検討状況

●回答業種の営業時間
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57.8%

37.3%

4.9%

①24時間営業

(操業)
②24時間操業以

外

③空欄

①

②

③



○企業アンケートの結果、夜間への電力需要のシフトに当たっては、運用面の課題を挙げる企業
が最も多かった。併せて設備面、労働面、安全面、その他の課題が浮き彫りになった。

項目 代表的な意見

運用面 ・工場の生産体制が24時間操業で、フル生産の工場や連続プロセスの工場ではピークシフトは不可。

・夜間へのピークシフトは実施中であり、追加的なピークシフトは困難（昼間は自家発の運転による自家
消費のため、系統電力の夜間へのシフトは既に実施済み）。

・百貨店や事務所等の業務用施設では、営業時間を夜間にシフトすることは実質的に困難である。

設備面 ・夜間に移行するためには、生産設備、製品貯蔵設備の改造、及び新たな設備投資が必要（蓄熱設備等）
となる。また、機器設置に当たり、物理的なスペース確保が難しい等の制限もある。

・負荷平準化をするために膨大なコスト（NAS電池､蓄熱槽などのコスト+付帯工事費）がかかるため､夜間
電力料金が安価でも費用回収が難しい。

・地域全体にDHC（地域冷暖房）が導入され､各ビルへセンタープラントで作られた熱源が搬送される仕組

みとなっている場合、ビル単独での空調運転のピークシフトは困難。

労働面 ・昼間操業の工場やバッチプロセスの工場ではエネルギーを多く使う工程を夜間にシフトさせる検討は出
来るが、勤務形態、労務費の問題（深夜勤務の増加による労働環境の悪化）がある。

・軽負荷設備は8～16時間運転であるが､生産量及び人的問題から､夜間にシフトする事は困難。

・通勤の深夜対応が必要

・労働組合の承認が必要

安全面 ・労働安全の確保・強化が必要（労働環境悪化への対応）

その他 ・営業時間を夜間へシフトした場合に､近隣地区へ車や人の騒音問題や夜間でもライトや照明の光で明るい
等の問題が発生。

・夜間操業時の他社（協力メーカー等）、物流等の時間調整が必要

・照明の点灯（時間拡大）、暖房負荷等で電力使用総量の低減にならない

・時間外賃金（夜間勤務手当て）の増加＞電力料金低減効果になると意味が無い

電力負荷平準化のためのアンケート結果について②

●電力需要の負荷平準化のため、夜間へのピークシフトを行う上での課題
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●電力の負荷平準化を進める上での意見

項目 代表的な意見

料金、メニ
ュー等

・夜間電力にシフトさせたいのであれば、昼間電力との料金差を大きくすれば良い。（逆に言えば、ピ
ーク電力の負荷平準化は経済的なインセンティブがないと難しい）

・電力会社に「格安契約メニューの提案」などの改善を図ることを指導していただき、民間企業が夜間
へのシフトをしてメリットが出せるようにして貰いたい。

優遇措置 ・ピークシフトを実施するにあたり、蓄熱槽や蓄電設備を設置した場合に、設備に対する補助金や税制
上の優遇措置を検討してほしい。

・補助金を出して、企業への太陽光発電の推進や深夜電力の価格を下げることも良い。

・夜間シフトに伴った労務費増加を補う補助金制度が必要。

・夜間への生産シフトを促す原料仕上工程の能力増強を支援する補助金制度

新技術、新
エネルギー

・夜間の電力を使用して水素を生産し、発電設備や製鉄業に供給する。あるいは、燃料電池を使用して
、昼間に発電する方法も電力負荷平準化に寄与します。

・新エネルギー（再生可能エネルギー）の積極的な推進を図る

情報の見え
る化

・毎月月初に各工場の電力責任者を集めて、電力対策会議を開催して事業所全体のピーク電力、日・時
間を確認して、所内電力の平準化を測っている。

・社内におけるエネルギーチームの設置、外部への業務委託等について検討が必要。

・電力メータ設置やBEMS導入等を進める（設備投資が必要）。

その他 ・地域冷暖房を導入し､個別空調から中央熱源方式に変更する

・現在、夏季空調等において深夜電力の検討を進めている

電力負荷平準化のためのアンケート結果について③

○負荷平準化を進めるには、季時別平均排出係数の導入によるＣＯ2排出削減のインセンティブよ
り、電力料金の格差拡大や設備費補助等の経済的インセンティブが必要であるとの意見が多数。
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14%

86%

ピークシフトを行う事業者

電力使用状況を未把握、設

備・運用面の課題等によりピー

クシフトを行えない事業者

20.6%

59.8%

7.8%

9.8%

2.0%

①季時別平均排出係数

の導入が必要

②季時別平均排出係数

の導入は必要ない

③現時点では判断でき

ない
④その他

⑤無回答

①

②

③

④

⑤

○季時別平均排出係数を全体の約2／3は必要はないと回答。
○季時別平均排出係数の導入が必要と回答した約2割の事業者のうち、8割強は電力使用状況が
未把握、24時間操業である等、ピークシフトを行えない事業者。
○ピークシフトが可能な事業者は、回答した事業者全体の2.9％。

電力負荷平準化のためのアンケート結果について④
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●季時別平均排出係数の導入は貴社のCO2排出量の削減の促進に必要か。



季時別平均排出係数の導入について（業界団体ヒアリング）
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○季時別平均排出係数の導入に関し、電力の大口ユーザーである業界団体へヒアリング※を行っ
たところ、設備投資や労働面など、以下の課題が指摘されたところ。

〈設備面の課題〉

○時間帯別のエネルギー使用量の把握のための計量器等の追加投資が必要

〈労働面の課題〉

○夜間への労働シフトが必要となった場合、人件費コストが増加

〈その他〉

○事業者別の排出係数に加えて、更に複数の排出係数が存在し、管理が煩雑化
○電力の供給側の運用等の状況により、排出係数が常に一定の傾向を示すとは限らない
○導入には、経済的インセンティブが併せて必要

※経済団体、電気機械系；化学系等の製造業界団体、流通業界団体、中小企業団体に実施



季時別平均排出係数の導入について （まとめ）
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（１）正確な季時別平均排出係数の算出は、時間帯別に、供給側におけるＣＯ２排出量と販売電力量、需

要家側における使用電力量の把握が必要であり、その導入は非常に困難。一定の条件の下で試算する

と、平成19年度の全日平均で昼は＋2％、夜は－4％程度と昼夜間の差は限定的であり、発電設備の構
成や稼働状況等によって変動。

（２）季時別平均排出係数の導入についてのアンケートの結果、全体の約2/3の企業が不要と回答。また、
季時別平均排出係数の導入が必要と回答した約2割の企業についても、実際に季時別平均排出係数が
導入されて需要を夜間へシフトすると回答したのはその14％に過ぎず、全体の2.9％に留まった。

（３）ピークシフトに当たっては、生産体制の制約など運用面での課題、新たな設備投資など設備面での

課題、労働環境の変化や労務費の増加など労働面での課題が指摘された。

（４）夜間においては、電気料金が昼間に比べ安価に設定されたメニューが用意されており、こうした経

済的インセンティブにより既に可能な限り電力需要のシフトが行われていることから、季時別平均排

出係数の導入による追加的な夜間へのピークシフト効果は限定的。

（５）既存の設備では、季時別排出係数の算出に必要な時間帯別ＣＯ２排出量及び販売(使用)電力量が把握

できないため、導入に当たっては追加的コスト、準備期間が必要。

（６）平成21年4月からは、京都メカニズムクレジットの政府口座への移転、排出係数への反映も始まり、
調整後の季時別平均排出係数を算出する場合に、京都メカニズムクレジットの反映方法について整理

が必要。

（７）太陽光発電等の大量導入が今後進んでいけば電源構成、火力や揚水発電の運用が大幅に変化してい

くことが考えられる。


